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内部統制システム基本方針第１９版 

 

当社は、経営理念に掲げている「世界の人々の健康と安心、心の豊かさの実現」をすべ

ての活動の基本思想としています。 

当社は、この基本思想のもと、当社および子会社（以下、「オリンパスグループ」）の業

務の有効性と効率性ならびに財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制を整備し、

運用するとともに、継続的な改善を図るものとしています。 

 

 

I オリンパスグループにおける業務の適正を確保するための体制 

 

１．当社執行役および使用人ならびに子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制 

（１）当社は、取締役会が取締役および執行役の職務の執行を監督する際の基本方針と

なる「経営の基本方針」を定めます。また、経営理念に基づき、オリンパスグロ

ーバル行動規範ならびに品質、製品安全および輸出管理等の各種の規程類を制定

し、内容の浸透を図るとともに、継続的な教育等によりオリンパスグループにお

けるコンプライアンス意識の向上を推進します。 

（２）当社は、コンプライアンス推進体制として、コンプライアンス機能の責任者（チ

ーフコンプライアンスオフィサー）を任命するとともに、統括機能を設置します。

統括機能はコンプライアンスマネジメントシステムに基づいたコンプライアンス

体制の充実に向けた活動を行います。また、オリンパスグループ全体で使用人に

対する教育やアセスメントに関する取り組みを継続的に実施します。さらに、オ

リンパスグループにおいて法令違反等が発生または発生する可能性がある場合、

多言語で 24時間対応可能なグローバル通報受付窓口および各地域に設置された通

報受付窓口において通報を受け付けます。 

（３）当社は、CEO 直轄の内部監査機能を設置します。内部監査機能は内部監査規程に

基づき、オリンパスグループにおけるリスクマネジメント、コントロールおよび

ガバナンスの各プロセスの有効性等につき内部監査を実施します。また、内部監

査結果を CEO および監査委員会に対して報告します。 

（４）当社は、オリンパスグループの財務報告の適正性と信頼性を確保するために、内

部監査機能において財務報告に係る内部統制制度における統制活動が有効に機能

するための取り組みや運用状況を定期的に評価し、継続的な改善活動を実施しま

す。 

（５）当社は、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や団体に対して、弁護士および

警察等と連携し組織的に毅然とした姿勢で対応します。また、オリンパスグルー

プとして反社会的勢力排除の社会的責任を果たすため、関連する規程を整備し反

社会的勢力排除の取り組みを継続的に実施します。 

 

 

２．当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

（１）当社は、各地域において法令および文書管理規程等の規程類に従い、文書または

電磁的情報の保存および管理を行います。 

（２）取締役は、文書管理規程に基づき取締役会議事録および決裁書等の重要な文書を
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常時閲覧できます。 

 

 

３．オリンパスグループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社は、取締役会およびグループ経営執行会議等の会議体における慎重な審議な

らびに決裁手続の適正な運用により、オリンパスグループの事業リスクの管理を

行います。 

取締役会は、経営の基本方針、内部統制システムに係る事項、その他の重要事項

および重要な業務執行に関する事項を決定する他、執行役に委任する事項を決定

します。また、執行役は、取締役会で決議する事項以外の重要事項については、

意思決定を行い、取締役会に報告を行います。 

（２）当社は、品質、製品安全、輸出管理、情報セキュリティ、安全衛生、環境、災害

等のリスクに関して、それぞれ所管する機能を定め、規程類を制定し、オリンパ

スグループとして予防的リスクマネジメントに取り組むとともに、教育・指導を

行うことにより管理します。 

（３）当社は、内部統制規程および関連する規程類に基づき、オリンパスグループの事

業活動に伴う重大リスクの顕在化を防ぎ、万一リスクが顕在化した場合の損害を

最小限に留めるためのリスクマネジメントシステムを整備し、その適切な運用お

よび管理にあたります。 

また、リスクマネジメント運用規程に従い、オリンパスグループの担当機能にお

いてリスクの把握、予防に取り組むとともに、有事の際、すみやかに対処できる

体制としています。企業倫理違反ならびに震災、火災および事故等の重大なリス

クが発生した場合、担当機能は、執行役および関係者に緊急報告を行い、CEOが対

策を決定します。 

 

 

４．当社の執行役および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制 

（１）取締役会は、オリンパスグループの経営目標を定めた中長期の経営基本計画およ

びその実行計画である年度事業計画その他の重要事項について承認します。また、

取締役会で決議すべき事項以外の業務執行事項は、意思決定の迅速化および効率

化を図るため、執行役に委任します。なお、取締役会は年度事業計画の進捗評価

のために業績等につき四半期に 1 回報告を受け、執行役の職務の執行を監督しま

す。 

（２）取締役会は、執行役の職務の分担を決定します。また、その職務の執行状況につ

いて３カ月に１回以上報告を受けます。 

（３）当社は、職務権限規程、組織規程および関連する規程類により、主要な職位の責

任と権限を明確にし、取締役会はその職務の執行状況について報告を受けます。 

（４）当社は、オリンパスグループの財務運営の基礎となる財務方針を規定した財務規

程を定め、オリンパスグループの財務面でのガバナンスを強化するとともに、オ

リンパスグループにおける資金、為替、金融機関取引の統括および管理を実施し

ます。 
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５．子会社の取締役および使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

（１）当社は、関係会社管理規程および関連する規程類により子会社に関する管理基準

を明確化したうえで、地域統括会社の責任者が子会社の経営状況のレビューを行

い、レビュー結果を定期的に CEOに報告します。 

（２）当社は、連結会計規程に基づき、子会社からの適時適切な報告を徹底することに

より、オリンパスグループの財務状態および経営成績を的確に把握し、かつ、連

結会計方針の適切な維持管理を行います。 

 

 

６．その他のオリンパスグループにおける業務の適正を確保するための体制 

（１）当社は、当社の執行役、執行役員または使用人を主要な子会社に取締役または監

査役その他これらの者に相当する者として派遣し、また、各機能長がオリンパス

グループにおける当該機能全体を管理します。さらに子会社の重要事項について

は職務権限規程および関連する規程類に基づき当社が承認することにより、子会

社における業務の適正を確保します。 

（２）当社は、ESG 担当役員を任命してオリンパスグループにおける ESGに関する目標を

設定し、継続的に取り組みます。また、役員の業績連動報酬の一部に ESG に関す

る指標を設定し、経営戦略として取り組みを強化します。 

 

 

Ⅱ 監査委員会の職務の執行のために必要な事項 

 

１．当社の監査委員会の職務を補助すべき使用人およびその使用人の当社の執行役からの

独立性に関する事項ならびに当社の監査委員会の使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項 

   当社は、監査委員会の職務を補助すべき専任の使用人を配置します。さらに必要に

応じて兼任の使用人を置くことができることとします。また、規程類を定め、次のと

おり執行からの独立性を確保するとともに、監査委員会の職務を補助する使用人に対

する指示の実効性を確保します。 

①取締役（監査委員を除く）、執行役および使用人等は、監査委員会の職務を補助す

べき使用人が監査委員会の職務を補助するにあたり指揮および命令を行わないもの

とします。 

②監査委員会の職務を補助すべき使用人の任免、異動、賃金および人事評価等は監

査委員会の同意を得たうえで決定します。 

 

 

２．当社の取締役（監査委員を除く）、執行役および使用人が当社の監査委員会に報告をす

るための体制および子会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた

者が当社の監査委員会に報告をするための体制 

（１）当社の取締役（監査委員を除く）、執行役および使用人、ならびに子会社の取締役、

監査役および使用人は、法令および定款に違反する重大な事実、不正行為の事実

または会社に著しい損害を及ぼす可能性のある事実を発見したときは、直接また

は担当機能を通じ直ちに監査委員会に報告します。その他、法令および監査委員

会規程等に基づき、監査委員会がオリンパスグループの取締役、執行役および使

用人等に対して報告を求めたときは、当該取締役、執行役および使用人等は速や
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かに監査委員会に報告します。 

（２）コンプライアンス機能の責任者は、オリンパスグループにおけるコンプライアン

スに関する状況を監査委員会に対して定期的に報告します。また、内部通報制度

に基づく通報内容および調査結果を定期的に監査委員会に報告します。 

（３）内部監査機能は、オリンパスグループにおける内部監査の状況を監査委員会に対

して定期的に報告します。 

 

 

３．監査委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

   当社は、規程類を定め、監査委員会に報告を行ったことを理由として、当該報告者

に対して不利益な処遇（解雇、降格、減給等の懲戒処分や不利益な配置転換等の人事

上の措置の他、業務に従事させない、専ら雑務に従事させる等の事実上の措置を含む）

を行いません。 

 

 

４．当社の監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

   当社は、規程類に基づき、監査委員による職務の執行に伴う費用の前払または償還

の請求があった場合には、当該監査委員の職務の執行に必要でないと明らかに認めら

れる場合を除き、その請求に応じ速やかに支出します。 

 

 

５．その他当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）当社の取締役、執行役および使用人ならびに子会社の取締役および使用人は、監

査委員会によるヒアリングや往査等の調査に応じることで、監査の実効性を確保

します。 

（２）当社は、監査委員会が取締役、執行役および会計監査人、その他必要な者との十

分な意見交換を行う機会を確保します。 

（３）当社は、監査委員会が監査委員を重要な会議に出席させ、意見を述べる機会を確

保します。 

（４）監査委員会は、内部監査機能から監査結果等について報告を受けるとともに、必

要に応じて監査委員会が内部監査機能に指揮・命令権を行使するなど、内部監査

機能と緊密な連携を図ります。 

（５）当社は、監査委員会の求めに応じて、子会社の監査役との連携および子会社の使

用人からの情報収集の機会を確保します。 

 

以 上  


